
 東日本大震災に関する意見書  
 
 平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれを源とする

大津波により，東北地方から関東地方にかけて未曾有の大被害となりました。  
 これらに加え，福島第一原子力発電所において重大な事故が発生し，原子力

発電所周辺住民の避難という非常事態のみならず，近隣各県に及ぶ農作物・原

乳の出荷停止，更には水道水の飲用制限がなされるなど，原子力発電所立地地

域をはじめ広範囲な地域住民に大きな不安を与えています。  
家屋の倒壊・道路・鉄道施設の損壊など被災状況は想像を絶するものであり，

この地震による被害は，決して沿岸部だけではなく，宮城県内陸部に位置する

美里町においても全域にわたり過去に例のない甚大な被害実態が確認され，死

者及び行方不明者もおり，教育施設をはじめとする公共施設，道路，堤防の損

壊や家屋をはじめとした住民の財産や雇用の喪失など，大きなつめ跡を残し，

復興対策はこれからであります。  
 本町議会としても，自らの被災復旧に全力で対応するとともに，沿岸部自治

体住民の支援活動をなお一層強める決意でありますが，この度の大地震・大津

波による災害及び原子力発電事故については，国の強力な支援のもと被災者の

生活再建，地域経済の再建・復興対策を進めるため，被災地の状況を十分に把

握し，下記の事項について関係法令の整備も含め，迅速かつ適切な対策を講じ

られるよう強く求めるものであります。  
 

記  
 
１ 行方不明者の捜索に全力を挙げるとともに，被災者に対する支援の強化を

求める。  
 (1) いまだに食事や入浴に支障をきたし，また，被災住宅での生活に不安を

抱く被災者も多い。実態を正確に把握し，国として的確な生活支援を行う

こと。  
 (2) 高齢者をはじめ介護の必要な人や障がいをもつ方々が被災し，近隣にも

多数の避難者がおり，医療・福祉施設等の早期復旧及び支援を行うととも

に，介護保険料等の減免など，被災住民への精神的ケアも含む細やかな措

置と十分な財政支援を早期に講じること。  
 (3) 中小企業を中心に操業停止や事業の縮小等に追い込まれる事業者が多

数に上り，その影響を受け解雇，休職，新卒者の内定取消し等の雇用問題

が発生している現状である。被災企業に対する再建や雇用維持に係る支援



及び生活資金等の緊急融資制度の創設をはじめ再就職への対応・支援，新

卒者の雇用対策など，被災者の生活再建が可能となる国の財政支援を含め

た雇用対策を講じること。  
 (4) 農林水産業の一刻も早い経営再建のため，農地，農業用施設の復旧費用

の全額国庫負担や個人所有の農業施設の被害に対する復旧費用の補助金措

置及び査定前着工の柔軟な対応など特例措置を講じること。  
 (5) 大地震の恐怖により児童生徒は極めて大きな精神的苦痛を受けている

とともに，教育施設等が甚大な被害を受けている状況にある。施設等の復

旧はもちろんのこと，一刻も早い正常な学校教育活動の再開に向け，児童

生徒へのケアのためスクールカウンセラー及びソーシャルワーカーの拡充，

教職員定数の加配等の弾力的な措置並びに経済的に困窮する世帯の児童生

徒への支援，各種学校施設の災害復旧費用など国庫支出金の対象範囲の拡

大・補助率の嵩上げなど既存制度の弾力的な運用を図ること。  
２ 災害復旧復興のための特別法の制定を求める。 

  被災者の支援や被災者生活再建，被災産業の経営再建，社会産業全般にわ

たる基盤整備，また被災自治体に対する財政支援等について総合的かつ包括

的な特別法を制定し，被災地の復旧復興を迅速にかつ集中的に行うこと。  
３ 生活産業基盤の早期復旧を図るため，次の措置を求める。 

 (1) 道路，河川，下水道及び公園など住民生活の基盤となる公共土木施設の
復旧について，既存の法律枠にとらわれない柔軟かつ十分な財政措置を講

じること。  
 (2) 被害を受けた国管理河川堤防は暫定復旧対策が講じられているが，国・

県管理の別を問わず，大雨による二次被害も想定されることから本復旧を

早急に実施し，堤防の安全確保を図ること。  
 (3) 水道施設の復旧経費に対する特別立法による特段の支援措置を講じる

こと。  
４ 災害廃棄物処理に対する支援強化を求める。 

 (1) 震災により大量の家屋廃材が発生し，その処分に長期間を有することか
ら，国庫補助対象期間の延長措置を講じること。  

 (2) 震災廃棄物を迅速かつ適切に処理できるよう災害廃棄物処理事業費補
助金について沿岸，内陸とも全面的な国による支援措置を講じること。  

５ 福島第一原子力発電所の原子力災害等に対する国の責任ある対応を求める。 

 (1) 国の責任のもと，一刻も早い事態の収束に全力を尽くすこと。  
 (2) 原子力発電所の事故により放出された放射性物質の測定情報及びその

及ぼす影響について，迅速かつ正確にわかりやすい情報提供を行うととも



に，その周知徹底を図ること。  
 (3) 特に大きな影響が懸念される子どもの生活環境に対する安全確保を図

るため，早急に適切な措置を講ずること。  
 (4) 出荷停止や自粛，風評被害に対する各産業への被害に対して，今後の生

産活動等に支障を来たさないよう十分な補償と支援を行うこと。  
 (5) 地震発生後休止中の女川原子力発電所及びすべての原子力発電所は休

止状態を継続し，現存する原子力発電所の総点検を行い，廃炉を含め再発

防止の措置を講ずるとともに，自然エネルギーを利用した電力確保を行う

などエネルギー政策を早急に検討すること。  
６ 財政確保と被災自治体に対する特例措置を求める。 

 (1) 被災者生活再建支援と復旧復興に係る財源は，現予算の抜本的組換え補
正等で確保し，地方交付税を大幅に加算すること。  

 (2) 被災自治体が行う国庫補助・負担金等交付事務や被災者が生活再建のた
めに行う支援制度等の各種手続きについては，申請手続きの簡素化，申請

時期の延長等弾力的な運用措置を講じること。  
 (3) 被災自治体では，災害対策，復旧復興に膨大な財政支出が見込まれ，ま

た，地方税収入の大幅な減収も予想される。自治体の負担率が大きい事業

については国庫補助金の増額措置を講じること。また，災害復旧工事の調

査設計委託料はこれまでの災害とは比較にならないくらい多額となり，財

政状況を急激に悪化させることから，災害復旧工事調査設計委託料につい

ては，全額国庫負担とするよう特別措置を講じること。  
 
  以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。  
 
  平成２３年６月１７日  
 
             宮城県美里町議会議長  相 澤 清 一  
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